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　グリーン住宅ポイント制度とは、令和2年
12月15日から令和3年10月31日までに契
約を締結した一定の省エネ性能を有する住宅
の新築（持家・賃貸）、一定のリフォームや
既存住宅を取得した場合、「新たな日常」及
び「防災」に対応した追加工事や様々な商品
と交換できるポイントを発行する制度のこ
と。ポイント発行申請に係る期限は窓口・郵
便の場合は令和3年11月30日、オンライン
の場合は同年12月15日までとなっている。
30万円相当から最大で100万円相当のポイ
ントが付与され、ポイントはテレワークや感
染症予防、防災に対応した追加工事に充てた
り、パソコンや家具、子育て用品など、様々
な商品と交換することもできる。新型コロナ
ウイルス感染症の影響で落ち込んだ景気を回
復させることを目的として創設された制度で
ある。
　気になるのは税務上の取扱いだが、現在は
終了している「省エネ住宅ポイント」（住宅

エコポイント）と同様となりそうだ（次頁参
照）。この住宅エコポイントとは、エコ住宅
の新築等を行ったことにより付与されたポイ
ントを対象商品や一定の追加工事の費用に充
てることができるというもの。付与されるポ
イント数などは異なるものの、制度としては
グリーン住宅ポイント制度とほぼ同様のもの
となっている。
　住宅エコポイントの税務上の取扱いと同様
の考え方によれば、個人が付与されたポイン
トを一定の追加工事の費用や商品に交換した
場合には、その費用に充てた金額が経済的利
益になり、交換又は費用に充てた日の属する
年分の一時所得として課税対象となる（50
万円の特別控除の適用あり）。そのポイント
が不動産所得等を生ずべき業務の用に供する
エコ住宅の新築等に伴い付与されたものであ
るときは、交換又は費用に充てた日の属する
年分の不動産所得等の収入金額となる。
　また、住宅の取得等の契約を締結した場合

　グリーン住宅ポイント制度の発行申請期限が近づいているが、個人が付与されたポイント
を一定の追加工事の費用や商品に交換した場合には、その費用に充てた金額が経済的利益に
なり、交換又は費用に充てた日の属する年分の一時所得となる模様だ。現在は終了している
「省エネ住宅ポイント」の取扱いと同様である。なお、国庫補助金等の総収入金額不算入の
特例（所法42条①）については適用することができない。グリーン住宅ポイントは住宅を
購入したことによってポイントが付与されるものであり、住宅を購入するための補助金であ
る「すまい給付金等」とは取扱いが異なることになる。

申請者が個人の場合は一時所得に該当

国庫補助金の総収入金額不算入特例は適用不可

グリーン住宅ポイントの
税務上の取扱い判明
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